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第 117 号議案 使用料及び手数料の額の改定等に関する条例【関係分】 

 

 

 

 

使用料及び手数料の額の改定等に関する条例（関係分）について 

 

１．改正の趣旨 

第２期中期財政運営方針に基づき受益者負担の適正化を図るため、労務費や物価の上

昇を踏まえた使用料及び手数料の見直しを一斉に実施する。 

 

２．改正対象条例 

⑴ 島根県手数料条例（第４条関係） 

   ・計量法関係手数料、旅行業法関係手数料、通訳案内士法関係手数料 

⑵ 島根県立産業交流会館条例（第 44 条関係） 

⑶ 島根県立産業高度化支援センター条例（第 45 条関係） 

⑷ 島根県産業技術センター条例（第 46 条関係） 

⑸ 島根県立高等技術校条例（第 47 条関係） 

 

３．主な改正項目 

 ⑴ 使用料・手数料の額の見直し 

  ・ 指定管理施設の使用料 

施設名 項 目 改定前  改定後 

産業交流会館※ 大展示場（全面、平日 9:00～12:00） 238,980 円 262,870 円 

産業高度化支援セ

ンター 

創業支援室（１平方メートルにつき毎

月） 

780 円 850 円 

※ 産業交流会館は利用料金制度を導入しており、条例で定める金額の±20％の範囲内で指定管理
者が料金を定める。 

・ 試験研究機関の使用料 

施設名 項 目 改定前  改定後 

産業技術センター ナノ粒子合成システム（１時間につき） 4,820 円 5,170 円 

・ その他の手数料 

施設名 項 目 改定前  改定後 

高等技術校 各種証明書交付手数料 500 円 550 円 

 

 ⑵ その他一斉見直しに伴って行う項目の廃止 

・ 利用見込みのない事務に係る手数料の廃止 

（産業技術センターの油脂試験及び鑑定に係る手数料の廃止） 

 

４．施行期日 

  令和８年４月１日から施行する。 

 

令和７年１０月１日・２日 
農 林 水 産 商 工 委 員 会 
商工労働部商工政策課 
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島根県手数料条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 島根県手数料条例  

平成12年３月17日  

島根県条例第５号  

  

 

第１条～第７条 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 〔略〕 

 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第227条の規定

により知事又は教育委員会が徴収する手数料については

、別に定めのあるものを除くほか、この条例の定めると

ころによる。 

 

（手数料の納付及び額） 

第２条 別表の中欄に掲げる者は、手数料を納付しなけれ

ばならない。この場合において、当該手数料の金額は、

同表の右欄に特別の計算単位の定めのあるものについて

はその計算単位につき、その他のものについては１件に

つきそれぞれ同欄に定める額とする。 

 

第３条～第７条 〔略〕 

 

   附 則 〔略〕   

 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 手数料 

の種別 

手数料を納めなけ 

ればならない者 
手数料の額 

  手数料 

の種別 

手数料を納めなけ 

ればならない者 
手数料の額 

 

 １～46の３ 〔略〕   １～46の３ 〔略〕  

 47 計量

法関係

手数料 

⑴ 〔略〕 〔略〕   47 計量

法関係

手数料 

⑴ 計量法（平成４年法

律第51号。以下この項

において「法」とい

う。）第17条第１項の

規定に基づく指定を受

けようとする者 

〔略〕  

  ⑵ 〔略〕      ⑵ 法第19条第１項の規

定に基づく定期検査を

受けようとする者 

   

  ア 〔略〕      ア 非自動はかり（イ

に該当する場合を除

く。） 

   

  (ア)   〔略〕      (ア)  検出部が電気式 

のもの又は光電式
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のものであって、

ひょう量が１トン

以下のもの 

  ａ 〔略〕 １個につき 1,540

円 

   ａ  ひょう量が

100キログラム

以下のもの 

１個につき 1,400

円 

 

  ｂ 〔略〕 １個につき 1,980

円 

   ｂ  ひょう量が

250キログラム

以下のもの 

１個につき 1,800

円 

 

  ｃ 〔略〕 １個につき 2,420

円 

   ｃ  ひょう量が

500キログラム

以下のもの 

１個につき 2,200

円 

 

  ｄ 〔略〕 １個につき 3,410

円 

   ｄ  ひょう量が

500キログラム

を超えるもの 

１個につき 3,100

円 

 

  (イ)  〔略〕 １個につき 270円    (イ) 棒はかり又は光

電式以外のばね式

指示はかりのうち

直線目盛のみがあ

るもの 

１個につき 250円  

  (ウ)  〔略〕      (ウ)  (ア)又は(イ)に掲げ

るもの以外のもの 

   

  ａ 〔略〕 １個につき 550円    ａ  ひょう量が

100キログラム

以下のもの 

１個につき 500円  

  ｂ 〔略〕 １個につき 990円    ｂ  ひょう量が

250キログラム

以下のもの 

１個につき 900円  

  ｃ 〔略〕 １個につき 1,650

円 

   ｃ  ひょう量が

500キログラム

以下のもの 

１個につき 1,500

円 

 

  ｄ 〔略〕 １個につき 2,310

円 

   ｄ ひょう量が１

トン以下のもの 

１個につき 2,100

円 

 

  ｅ 〔略〕 １個につき 4,440

円 

   ｅ ひょう量が２

トン以下のもの 

１個につき 3,760

円 

 

  ｆ 〔略〕 １個につき 7,980

円 

   ｆ ひょう量が５

トン以下のもの 

１個につき 7,020

円 

 

  ｇ 〔略〕 １個につき 12,400

円 

   ｇ ひょう量が10

トン以下のもの 

１個につき 11,200

円 

 

  ｈ 〔略〕 １個につき 17,700

円 

   ｈ ひょう量が20

トン以下のもの 

１個につき 15,600

円 

 

  ｉ 〔略〕 １個につき 22,400    ｉ ひょう量が30 １個につき 19,900  
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円 トン以下のもの 円 

  ｊ 〔略〕 １個につき 25,400

円 

   ｊ ひょう量が40

トン以下のもの 

１個につき 22,600

円 

 

  ｋ 〔略〕 １個につき 35,400

円 

   ｋ ひょう量が50

トン以下のもの 

１個につき 30,800

円 

 

  ｌ 〔略〕 １個につき 60,700

円 

   ｌ ひょう量が50

トンを超えるも

の 

１個につき 52,200

円 

 

  イ 〔略〕     イ 非自動はかり（最

小の目量（隣接する

目盛標識のそれぞれ

が表す物象の状態の

量の差をいう。以下

同じ。）又は表記さ

れた感量（質量計が

反応することができ

る質量の最小の変化

を い う 。 以 下 同

じ。）がひょう量の

10,000分の１未満の

もの） 

〔略〕  

  ウ 〔略〕     ウ 分銅又は定量おも

り若しくは定量増お

もり（以下この項に

おいて「おもり」と

いう。） 

〔略〕  

  ⑶ 〔略〕      ⑶ 法第70条の規定に基

づく検定を受けようと

する者 

   

  ア 〔略〕 １個につき 630円    ア タクシーメーター １個につき 550円  

  イ 〔略〕      イ 質量計    

  (ア)  〔略〕      (ア)  非自動はかり

（ (イ)に該当する場

合を除く。） 

   

  ａ 〔略〕      ａ 〔略〕    

  ｂ 〔略〕      ｂ 棒はかり又は

光電式以外のば

ね式指示はかり

のうち直線目盛

のみがあるもの 

   

  （a） 〔略〕 １個につき 120円    （a） ひょう量が

10キログラム

１個につき 100円  
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以下のもの 

  （b） 〔略〕     （b） 〔略〕   

  ｃ 〔略〕      ｃ ａ又はｂに掲

げるもの以外の

もの 

   

  （ a ） ～ （ g ） 

〔略〕 

    （ a ） ～ （ g ） 

〔略〕 

  

  （h） 〔略〕 １個につき 2,810

円 

   （h） ひょう量が

２トン以下の

もの 

１個につき 2,560

円 

 

  （i） 〔略〕 １個につき 7,180

円 

   （i） ひょう量が

５トン以下の

もの 

１個につき 6,430

円 

 

  （j） 〔略〕 １個につき 8,960

円 

   （j） ひょう量が

10トン以下の

もの 

１個につき 8,110

円 

 

  （k） 〔略〕 １個につき 13,300

円 

   （k） ひょう量が

20トン以下の

もの 

１個につき 11,900

円 

 

  （l） 〔略〕 １個につき 16,500

円 

   （l） ひょう量が

30トン以下の

もの 

１個につき 14,700

円 

 

  （m） 〔略〕 １個につき 22,200

円 

   （m） ひょう量が

40トン以下の

もの 

１個につき 19,700

円 

 

  （n） 〔略〕 １個につき 24,500

円 

   （n） ひょう量が

50トン以下の

もの 

１個につき 22,300

円 

 

  （o） 〔略〕 １個につき 42,300

円 

   （o） ひょう量が

50トンを超え

るもの 

１個につき 38,800

円 

 

  (イ) 〔略〕     (イ) 〔略〕   

  (ウ) 〔略〕     (ウ) 分銅    

  ａ 〔略〕 １個につき 30円    ａ  表す質量が

200グラム以下

のもの 

１個につき 20円  

  ｂ 〔略〕     ｂ 〔略〕   

  (エ) 〔略〕      (エ) おもり    

  ａ 〔略〕 １個につき 30円    ａ 質量が５キロ

グラム以下のも

の 

１個につき 20円  

  ｂ 〔略〕 １個につき 100円    ｂ 質量が20キロ １個につき 90円  
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グラム以下のも

の 

  ｃ 〔略〕     ｃ 〔略〕   

  ウ 〔略〕      ウ 体積計    

  (ア) 〔略〕      (ア) 水道メーター    

  ａ 〔略〕 １個につき 120円    ａ 口径が25ミリ

メートル以下の

もの 

１個につき 80円  

  ｂ 〔略〕 １個につき 180円    ｂ 口径が40ミリ

メートル以下の

もの 

１個につき 170円  

  ｃ・ｄ 〔略〕     ｃ・ｄ 〔略〕   

  (イ)・ (ウ) 〔略〕     (イ)・ (ウ) 〔略〕   

  エ 〔略〕 １個につき 130円    エ アネロイド型圧力

計（アネロイド型血

圧計を除く。） 計

ることができる最大

の圧力が50メガパス

カル以下のもの 

１個につき 90円  

  ⑷ 〔略〕 790円    ⑷ 法第75条第１項の規

定に基づく装置検査を

受けようとする者 

720円  

  ⑸ 〔略〕     ⑸ 〔略〕   

  ⑹ 〔略〕      ⑹ 法第102条第１項の

規定に基づく基準器検

査を受けようとする者 

   

  ア 〔略〕      ア 〔略〕    

  イ 〔略〕      イ 質量基準器    

  (ア) 〔略〕 １個につき 5,280

円 

   (ア) 基準手動天びん

（ひょう量が２ト

ン以下であって、

目量又は感量がひ

ょう量の4,000分

の１以上のもの） 

１個につき 4,900

円 

 

  (イ)～(エ) 〔略〕      (イ)～(エ) 〔略〕   

  ウ 〔略〕      ウ 〔略〕   

  ⑺～⑽ 〔略〕     ⑺～⑽ 〔略〕   

  ⑾ 〔略〕      ⑾ 法第116条第１項の

規定に基づく計量証明

検査を受けようとする

者 

  

  ア 〔略〕     ア 〔略〕   
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  イ 〔略〕      イ 騒音計   

  (ア) 〔略〕 １個につき 26,000

円 

   (ア) 使用最大周波数

が8,000ヘルツ以

下のもの 

１個につき 23,700

円 

 

  (イ) 〔略〕     (イ) 〔略〕   

  ウ 〔略〕     ウ 〔略〕   

  エ 〔略〕      エ 濃度計   

  (ア)～(ク) 〔略〕     (ア)～(ク) 〔略〕   

  (ケ) 〔略〕 １個につき 28,700

円 

   (ケ) ガラス電極式水

素イオン濃度指示

計 

１個につき 26,100

円 

 

  (コ)～(シ) 〔略〕     (コ)～(シ) 〔略〕   

  ⑿・⒀ 〔略〕     ⑿・⒀ 〔略〕   

 48 旅行

業法関

係手数

料 

⑴ 〔略〕 19,500円   48 旅行

業法関

係手数

料 

⑴ 旅行業法（昭和27年

法律第239号。以下こ

の項において「法」と

いう。）第３条の規定

に基づく旅行業の登録

を受けようとする者 

18,100円  

  ⑵ 〔略〕 15,800円    ⑵ 法第３条の規定に基

づく旅行業者代理業の

登録を受けようとする

者 

14,800円  

  ⑶ 〔略〕     ⑶ 〔略〕   

  ⑷ 〔略〕 11,600円    ⑷ 法第６条の４第１項

の規定に基づく旅行業

の変更登録を受けよう

とする者 

11,000円  

  ⑸ 〔略〕 15,800円    ⑸ 法第23条の規定に基

づく旅行サービス手配

業の登録を受けようと

する者 

14,800円  

 48 の ２ 

通訳案

内士法

関係手

数料 

⑴ 〔略〕 5,460円   48 の ２ 

通訳案

内士法

関係手

数料 

⑴ 通訳案内士法（昭和

24年法律第210号。以

下 こ の 項 に お い て

「法」という。）第18

条の規定に基づく登録

を受けようとする者 

5,100円  

  ⑵ 〔略〕 4,230円    ⑵ 法第23条第２項の規

定に基づく登録証の訂

正を受けようとする者 

4,000円  

  ⑶ 〔略〕 4,230円    ⑶ 法第24条の規定に基 4,000円  
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づく登録証の再交付を

受けようとする者 

 49～67 〔略〕   49～67 〔略〕  
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島根県立産業交流会館条例新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

 島根県立産業交流会館条例  

平成16年10月12日  

島根県条例第59号  

  

第１条～第21条 〔略〕 第１条 〔略〕 

  

（設置） 

第２条 県内産業の振興と国際交流の促進により地域の

活性化を図るため、島根県立産業交流会館（以下「会

館」という。）を松江市に設置する。 

  

第３条 〔略〕 

  

（指定管理者による管理） 

第４条 会館の管理は、法人その他の団体であって、知

事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に

これを行わせるものとする。 

  

第５条～第12条 〔略〕 

  

（利用の承認） 

第13条 会館の施設及び設備で別表に掲げるもの（一般

駐車場を除く。以下「施設等」という。）を利用しよ

うとする者は、指定管理者の承認を受けなければなら

ない。承認に係る事項を変更しようとするときも、同

様とする。 

２ 〔略〕 

３ 指定管理者は、会館の管理上必要があると認めると

きは、第１項の承認に条件を付することができる。 

  

（承認の取消し等） 

第14条 指定管理者は、前条第１項の承認を受けた者

（以下「利用者」という。）が、次の各号のいずれか

に該当するとき、又は天災地変その他会館の管理上特

に必要があると認めるときは、承認を取り消し、同条

第３項の規定により承認に付した条件を変更し、又は

利用の中止を命ずることができる。 

⑴～⑶ 〔略〕 
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第15条・第16条 〔略〕 

 

 

 

 （利用料金） 

 第17条 利用者及び会館の一般駐車場を３時間を超えて

利用する者は、その利用に係る料金（以下「利用料

金」という。）を指定管理者に支払わなければならな

い。 

 ２ 〔略〕 

３ 利用料金は、別表に掲げる基準額に0.8を乗じて得た

額から当該基準額に1.2を乗じて得た額までの範囲内の

額で、指定管理者が知事の承認を受けて定める額とす

る。 

４ 〔略〕 

 

第18条～第21条 〔略〕 

 

   附 則 〔略〕    附 則 〔略〕 

 

別表（第13条、第17条関係） 〔別紙〕 別表（第13条、第17条関係） 〔別紙〕 
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島
根
県
立

産
業

交
流
会
館

条
例

新
旧

対
照
表

（
別

紙
）
 

改
 

正
 

後
 

改
 

正
 

前
 

 
島

根
県

立
産

業
交
流
会

館
条

例
 

 

平
成
1
6
年
1
0
月
1
2
日

 
 

島
根
県
条

例
第
5
9
号

 
 

別
表
（
第
1
3
条

、
第
1
7
条

関
係

）
 

 
１

 
施

設
の

基
準

額
 

 
 
⑴
 

大
展

示
場

等
 

 

別
表
（
第
1
3
条

、
第
1
7
条

関
係

）
 

 
１

 
施

設
の

基
準

額
 

 
 
⑴
 

大
展

示
場

等
 

 

午
前

９
時

か
ら

正
午

ま
で

午
後

１
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

そ
の

他
の

時
間

１
時

間
ま

で
ご

と

平
日

2
6
2
,
8
7
0
円

3
5
0
,
5
0
0
円

5
3
4
,
4
0
0
円

8
7
,
6
2
0
円

休
日

等
3
1
5
,
4
4
0
円

4
2
0
,
6
0
0
円

6
4
1
,
2
6
0
円

1
0
5
,
1
3
0
円

平
日

1
8
5
,
1
3
0
円

2
4
6
,
8
4
0
円

3
7
2
,
7
2
0
円

6
1
,
7
1
0
円

休
日

等
2
2
2
,
1
5
0
円

2
9
6
,
2
0
0
円

4
4
7
,
2
6
0
円

7
4
,
0
5
0
円

平
日

1
0
7
,
3
6
0
円

1
4
3
,
1
5
0
円

2
1
5
,
9
7
0
円

3
5
,
7
7
0
円

休
日

等
1
2
8
,
8
3
0
円

1
7
1
,
7
7
0
円

2
5
9
,
1
6
0
円

4
2
,
9
3
0
円

平
日

4
8
,
1
1
0
円

6
4
,
1
7
0
円

9
3
,
7
8
0
円

1
6
,
0
3
0
円

休
日

等
5
7
,
7
3
0
円

7
7
,
0
0
0
円

1
1
2
,
5
4
0
円

1
9
,
2
3
0
円

平
日

1
9
,
6
3
0
円

2
6
,
1
6
0
円

3
9
,
8
8
0
円

6
,
5
3
0
円

休
日

等
2
3
,
5
5
0
円

3
1
,
3
9
0
円

4
7
,
8
6
0
円

7
,
8
3
0
円

9
3
,
6
6
0
円

1
2
4
,
8
9
0
円

1
9
1
,
5
3
0
円

3
1
,
2
1
0
円

2
,
9
7
0
円

3
,
9
6
0
円

5
,
5
4
0
円

9
7
0
円

3
,
3
2
0
円

4
,
4
4
0
円

6
,
1
7
0
円

1
,
0
8
0
円

2
,
2
1
0
円

2
,
9
5
0
円

4
,
4
3
0
円

7
3
0
円

会
議

室
6
,
6
6
0
円

8
,
8
9
0
円

1
3
,
4
3
0
円

2
,
2
1
0
円

1
,
8
5
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
7
0
0
円

6
1
0
円

5
,
1
9
0
円

6
,
9
3
0
円

9
,
9
9
0
円

1
,
7
1
0
円

4
,
0
8
0
円

5
,
4
4
0
円

7
,
6
4
0
円

1
,
3
5
0
円

1
0
0
円

1
4
0
円

2
1
0
円

3
6
円

4
0
1

4
0
2

4
0
3

4
0
4

事
務

室
の

う
ち

利
用

さ
れ

て
い

な
い

区
画

を
利

用
す

る
場

合
（

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

）

多
目

的
ホ

ー
ル

小
ホ

ー
ル

国
際

会
議

場

商
談

室
3
0
1
、

3
0
2
、

3
0
3
、

3
0
4
、

3
0
5
、

3
0
6
、

3
0
8
、

3
0
9
、

3
1
0

3
0
7

3
1
1

区
分

基
準

額

大
展

示
場

全
面

利
用

３
分

の
２

利
用

３
分

の
１

利
用

午
前

９
時

か
ら

正
午

ま
で

午
後

１
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

そ
の

他
の

時
間

１
時

間
ま

で
ご

と

平
日

2
3
8
,
9
8
0
円

3
1
8
,
6
4
0
円

4
8
5
,
8
2
0
円

7
9
,
6
6
0
円

休
日

等
2
8
6
,
7
7
0
円

3
8
2
,
3
7
0
円

5
8
2
,
9
7
0
円

9
5
,
5
8
0
円

平
日

1
6
8
,
3
0
0
円

2
2
4
,
4
0
0
円

3
3
8
,
8
4
0
円

5
6
,
1
0
0
円

休
日

等
2
0
1
,
9
6
0
円

2
6
9
,
2
8
0
円

4
0
6
,
6
0
0
円

6
7
,
3
2
0
円

平
日

9
7
,
6
0
0
円

1
3
0
,
1
4
0
円

1
9
6
,
3
4
0
円

3
2
,
5
2
0
円

休
日

等
1
1
7
,
1
2
0
円

1
5
6
,
1
6
0
円

2
3
5
,
6
0
0
円

3
9
,
0
3
0
円

平
日

4
3
,
7
4
0
円

5
8
,
3
4
0
円

8
5
,
2
6
0
円

1
4
,
5
8
0
円

休
日

等
5
2
,
4
9
0
円

7
0
,
0
0
0
円

1
0
2
,
3
1
0
円

1
7
,
4
9
0
円

平
日

1
7
,
8
5
0
円

2
3
,
7
9
0
円

3
6
,
2
6
0
円

5
,
9
4
0
円

休
日

等
2
1
,
4
1
0
円

2
8
,
5
4
0
円

4
3
,
5
1
0
円

7
,
1
2
0
円

8
5
,
1
5
0
円

1
1
3
,
5
4
0
円

1
7
4
,
1
2
0
円

2
8
,
3
8
0
円

2
,
7
0
0
円

3
,
6
0
0
円

5
,
0
4
0
円

8
9
0
円

3
,
0
2
0
円

4
,
0
4
0
円

5
,
6
1
0
円

9
9
0
円

2
,
0
1
0
円

2
,
6
9
0
円

4
,
0
3
0
円

6
7
0
円

会
議

室
6
,
0
6
0
円

8
,
0
9
0
円

1
2
,
2
1
0
円

2
,
0
1
0
円

1
,
6
9
0
円

2
,
2
6
0
円

3
,
3
7
0
円

5
6
0
円

4
,
7
2
0
円

6
,
3
0
0
円

9
,
0
9
0
円

1
,
5
6
0
円

3
,
7
1
0
円

4
,
9
5
0
円

6
,
9
5
0
円

1
,
2
3
0
円

9
7
円

1
3
0
円

1
9
3
円

3
3
円

4
0
1

4
0
2

4
0
3

4
0
4

事
務

室
の

う
ち

利
用

さ
れ

て
い

な
い

区
画

を
利

用
す

る
場

合
（

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

）

多
目

的
ホ

ー
ル

小
ホ

ー
ル

国
際

会
議

場

商
談

室
3
0
1
、

3
0
2
、

3
0
3
、

3
0
4
、

3
0
5
、

3
0
6
、

3
0
8
、

3
0
9
、

3
1
0

3
0
7

3
1
1

区
分

基
準

額

大
展

示
場

全
面

利
用

３
分

の
２

利
用

３
分

の
１

利
用
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備
考
 
〔

略
〕
 

 
 
⑵
 

そ
の

他
 

 

備
考
 
〔

略
〕
 

２
 

設
備

の
基

準
額
 

 

 

備
考
 
〔

略
〕
 

 
 
⑵
 

そ
の

他
 

 

備
考
 
〔

略
〕
 

２
 

設
備

の
基

準
額
 

 

 
 

 

2
2
,
9
5
0
円

3
0
,
6
1
0
円

4
6
,
6
4
0
円

7
,
6
4
0
円

2
0
,
7
2
0
円

2
7
,
6
4
0
円

4
2
,
3
1
0
円

6
,
8
9
0
円

特
別

会
議

室
1
0
,
0
2
0
円

1
3
,
3
5
0
円

2
0
,
1
0
0
円

3
,
3
2
0
円

6
0
2

大
会

議
室

5
0
1

6
0
1

単
位

基
準

額

１
時

間
ま

で
ご

と
6
,
2
9
0
円

平
日

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

１
日

ま
で

ご
と

1
3
円

休
日

等
１

平
方

メ
ー

ト
ル

に
つ

き
１

日
ま

で
ご

と
1
5
円

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

毎
月

2
,
9
1
0
円

３
時

間
を

超
え

８
時

間
以

内
１

台
に

つ
き

１
時

間
ま

で
ご

と
1
0
0
円

８
時

間
を

超
え

る
場

合
１

台
に

つ
き

3
0
分

ま
で

ご
と

1
0
0
円

屋
内

１
区

画
に

つ
き

毎
月

1
3
,
1
8
0
円

屋
外

１
区

画
に

つ
き

毎
月

3
,
9
6
0
円

指
定

駐
車

場

区
分

特
別

室

屋
外

展
示

施
設

事
務

室

一
般

駐
車

場

単
位

基
準

額

全
面

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
2
6
,
2
6
0
円

３
分

の
２

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
1
8
,
5
1
0
円

３
分

の
１

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
1
0
,
7
3
0
円

１
時

間
ま

で
ご

と
4
,
7
9
0
円

１
時

間
ま

で
ご

と
1
,
9
6
0
円

知
事

が
定

め
る

単
位

〔
略

〕

区
分

冷
暖

房
設

備

大
展

示
場

多
目

的
ホ

ー
ル

小
ホ

ー
ル

そ
の

他
設

備
器

具

2
0
,
8
7
0
円

2
7
,
8
3
0
円

4
2
,
4
0
0
円

6
,
9
5
0
円

1
8
,
8
4
0
円

2
5
,
1
3
0
円

3
8
,
4
7
0
円

6
,
2
7
0
円

特
別

会
議

室
9
,
1
1
0
円

1
2
,
1
4
0
円

1
8
,
2
8
0
円

3
,
0
2
0
円

6
0
2

大
会

議
室

5
0
1

6
0
1

単
位

基
準

額

１
時

間
ま

で
ご

と
5
,
7
2
0
円

平
日

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

１
日

ま
で

ご
と

1
2
円

休
日

等
１

平
方

メ
ー

ト
ル

に
つ

き
１

日
ま

で
ご

と
1
4
円

１
平

方
メ

ー
ト

ル
に

つ
き

毎
月

2
,
6
5
0
円

３
時

間
を

超
え

８
時

間
以

内
１

台
に

つ
き

１
時

間
ま

で
ご

と
1
0
0
円

８
時

間
を

超
え

る
場

合
１

台
に

つ
き

3
0
分

ま
で

ご
と

1
0
0
円

屋
内

１
区

画
に

つ
き

毎
月

1
3
,
1
8
0
円

屋
外

１
区

画
に

つ
き

毎
月

3
,
9
6
0
円

指
定

駐
車

場

区
分

特
別

室

屋
外

展
示

施
設

事
務

室

一
般

駐
車

場

単
位

基
準

額

全
面

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
2
3
,
8
8
0
円

３
分

の
２

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
1
6
,
8
3
0
円

３
分

の
１

利
用

１
時

間
ま

で
ご

と
9
,
7
6
0
円

１
時

間
ま

で
ご

と
4
,
3
6
0
円

１
時

間
ま

で
ご

と
1
,
7
9
0
円

知
事

が
定

め
る

単
位

〔
略

〕

区
分

冷
暖

房
設

備

大
展

示
場

多
目

的
ホ

ー
ル

小
ホ

ー
ル

そ
の

他
設

備
器

具
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島根県立産業高度化支援センター条例新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

 島根県立産業高度化支援センター条例  

平成13年３月23日  

島根県条例第18号  

  

目次 〔略〕 

 

目次 〔略〕 

 

第１条～第28条 〔略〕 第１条 〔略〕 

 

（設置） 

第２条 独創性、挑戦意欲等に富んだ創業者の育成及び

企業の技術の高度化、新たな事業分野への進出等に対

する支援を通じて本県の産業振興を図るため、島根県

立産業高度化支援センター（以下「センター」とい

う。）を松江市に設置する。 

 

第３条 〔略〕 

 

（使用の承認） 

第４条 センターの施設及び設備で別表に掲げるもの

（以下「施設等」という。）を使用しようとする者

は、次の各号に掲げる施設等の区分に応じ、当該各号

に定める者の承認を受けなければならない。承認に係

る事項を変更しようとするときも、同様とする。 

⑴・⑵ 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

 

第５条・第６条 〔略〕 

 

（使用料の納付） 

第７条 使用者は、別表に定める使用料を納付しなけれ

ばならない。 

２ 〔略〕 

 

第８条～第28条 〔略〕 

 

附 則 〔略〕 附 則 〔略〕 

 

別表（第４条、第７条関係） 別表（第４条、第７条関係） 
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１ 施設使用料 

⑴ 創業準備室等及び指定駐車場 

種別 単位 使用料の額 

創業準備室 １平方メート

ルにつき毎月 

850円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,720円） 

創業支援室 １平方メート

ルにつき毎月 

850円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,720円） 

研究開発室 １平方メート

ルにつき毎月 

2,280円（第５条第１項

の規定による更新後の

使用承認期間にあって

は、2,870円） 

プロジェク

ト研究員室 

１平方メート

ルにつき毎月 

850円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,720円） 

プロジェク

ト研究推進

室 

１平方メート

ルにつき毎月 

1,140円（第５条第１項

の規定による更新後の

使用承認期間にあって

は、1,430円） 

プラント実

験室 

１平方メート

ルにつき毎月 

340円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、420円） 

〔略〕 

備考 〔略〕 

１ 施設使用料 

⑴ 創業準備室等及び指定駐車場 

種別 単位 使用料の額 

創業準備室 １平方メート

ルにつき毎月 

780円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,570円） 

創業支援室 １平方メート

ルにつき毎月 

780円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,570円） 

研究開発室 １平方メート

ルにつき毎月 

2,080円（第５条第１項

の規定による更新後の

使用承認期間にあって

は、2,610円） 

プロジェク

ト研究員室 

１平方メート

ルにつき毎月 

780円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、1,570円） 

プロジェク

ト研究推進

室 

１平方メート

ルにつき毎月 

1,040円（第５条第１項

の規定による更新後の

使用承認期間にあって

は、1,300円） 

プラント実

験室 

１平方メート

ルにつき毎月 

310円（第５条第１項の

規定による更新後の使

用承認期間にあって

は、390円） 

〔略〕 

備考 〔略〕 

⑵ 防音室 

種別 使用料の額（１時間につ

き） 

防音室１ 1,610円 

防音室２ 1,350円 
 

⑵ 防音室 

種別 使用料の額（１時間につ

き） 

防音室１ 1,470円 

防音室２ 1,230円 
 

⑶ 会議室 

種別 使用料の額（１時間につ

き） 

大会議室 2,310円 

中会議室 1,340円 

小会議室 840円 

特別会議室 1,110円 

⑶ 会議室 

種別 使用料の額（１時間につ

き） 

大会議室 2,100円 

中会議室 1,220円 

小会議室 770円 

特別会議室 1,010円 
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南館会議室 560円 

２ 設備使用料 〔略〕 

南館会議室 510円 

２ 設備使用料 〔略〕 
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島根県産業技術センター条例新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

 島根県産業技術センター条例  

平成13年10月23日  

島根県条例第49号  

 

第１条～第４条 〔略〕 

 

 

第１条 〔略〕 

 （設置） 

第２条 産業技術に関する試験分析、研究開発、技術支

援等を行うことにより、産業技術の向上及びその成果

の県内企業への普及を推進し、もって本県産業の振興

を図るため、島根県産業技術センター（以下「センタ

ー」という。）を松江市に設置する。 

２ 〔略〕 

  

（使用の承認） 

第３条 センターの設備機器であって規則で定めるもの

（以下「設備機器」という。）を使用しようとする者

は、知事の承認を受けなければならない。承認に係る

事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２・３ 〔略〕 

  

第４条 〔略〕 

 

 （使用料及び手数料の納付） 

第５条 使用者又は各種の分析、試験   等（以下

「分析等」という。）を依頼しようとする者（以下

「依頼者」という。）は、使用料又は手数料（以下

「使用料等」という。）を納付しなければならない。 

２ 使用料の額は、１の設備機器を１時間使用するにつ

き5,610円以内で知事が定める。 

 （使用料及び手数料の納付） 

第５条 使用者又は各種の分析、試験、鑑定等（以下

「分析等」という。）を依頼しようとする者（以下

「依頼者」という。）は、使用料又は手数料（以下

「使用料等」という。）を納付しなければならない。 

２ 使用料の額は、１の設備機器を１時間使用するにつ

き9,990円以内で知事が定める。 

３・４ 〔略〕 ３ 手数料の額は、別表のとおりとする。 

４ 〔略〕 

〔削る〕 

 

 

５ 使用料等は、使用者にあっては第３条第１項の承認

を受けたときに、依頼者にあっては各種の分析等を依

頼するときに、納付しなければならない。ただし、知

事が別に納付期限を定めたときは、この限りでない。 

第６条～第12条 〔略〕 

 

第６条～第12条 〔略〕 
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   附 則 〔略〕 

 

   附 則 〔略〕 

別表第１（第５条関係） 

区 分 単 位 手数料の額 

１ 準備料 １件につき 設備機器を使用する

場合は、330円。分

析等を行う場合は、

710円 

２ 設備機器

の使用方法

に係る指導 

１時間につ

き 

4,200円 

３ 定性分析 １試料１項

目につき 

17,840円以内で知事

が定める額 

４ 定量分析 １試料１項

目につき 

39,600円以内で知事

が定める額 

５ 食品試験 １試料１項

目につき 

28,630円以内で知事

が定める額 

６ 木材試験 1試料1項目

につき 

25,730 円以内で知

事が定める額 

７ 燃料試験 １試料１項

目につき 

8,670円以内で知事

が定める額 

〔削る〕 

 

８ 機械器具

等試験 

１試料１項

目につき 

9,020円以内で知事

が定める額 

９ 金属試験 １試料１項

目につき 

9,560円以内で知事

が定める額 

10 無機材料

試験 

１試料１項

目につき 

13,640円以内で知事

が定める額 

〔削る〕 

 

11 調製又は

加工 

１件１項目

につき 

11,140円以内で知事

が定める額 

12 デザイン １件１項目

につき 

5,550円以内で知事

が定める額 

13 写真撮影 １件につき １視野につき2,050

円。ただし、１視野

増すごとに740円を

加算する。 

14 試料の調 １件につき 6,300円以内で知事 

製  が定める額 

別表第１（第５条関係） 

区 分 単 位 手数料の額 

１ 準備料 １件につき 設備機器を使用する

場合は、290円。分

析等を行う場合は、

590円 

２ 設備機器

の使用方法

に係る指導 

１時間につ

き 

3,540円 

３ 定性分析 １試料１項

目につき 

14,990円以内で知事

が定める額 

４ 定量分析 １試料１項

目につき 

34,500円以内で知事

が定める額 

５ 食品試験 １試料１項

目につき 

19,090円以内で知事

が定める額 

６ 木材試験 １試料１項

目につき 

133,490円以内で知

事が定める額 

７ 燃料試験 １試料１項

目につき 

6,710円以内で知事

が定める額 

８ 油脂試験 １試料１項

目につき 

4,580円以内で知事

が定める額 

９ 機械器具

等試験 

１試料１項

目につき 

7,590円以内で知事

が定める額 

10 金属試験 １試料１項

目につき 

23,000円以内で知事

が定める額 

11 無機材料

試験 

１試料１項

目につき 

16,640円以内で知事

が定める額 

12 鑑定 １項目につ

き 

18,900円以内で知事

が定める額 

13 調製又は

加工 

１件１項目

につき 

8,390円以内で知事

が定める額 

14 デザイン １件１項目

につき 

10,970円以内で知事

が定める額 

15 写真撮影 １件につき １視野につき1,370

円。ただし、１視野

増すごとに630円を

加算する。 

16 試料の調 １件につき 5,320円以内で知事 

製  が定める額 
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15 成績書の

複本の交付 

１通につき 1,000円 

備考 〔略〕 

17  成績書の

複本の交付 

１通につき 820円 

備考 〔略〕 
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島根県立高等技術校条例新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 

 島根県立高等技術校条例  

昭和44年９月30日  

島根県条例第51号  

  

第１条・第２条 〔略〕 

 

第１条・第２条 〔略〕 

 

 （授業料等の納付） 

第３条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

６ 技術校の修了証明書、成績証明書その他の証明書

（以下「証明書」という。）の交付を受けようとする

者は、現に技術校に在校する者を除き、証明書交付手

数料として１通につき550円を納付しなければならな

い。 

 （授業料等の納付） 

第３条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

６ 技術校の修了証明書、成績証明書その他の証明書

（以下「証明書」という。）の交付を受けようとする

者は、現に技術校に在校する者を除き、証明書交付手

数料として１通につき500円を納付しなければならな

い。 

 

第４条～第12条 〔略〕 

 

第４条～第12条 〔略〕 

  

   附 則 〔略〕    附 則 〔略〕 
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第１００号議案　令和７年度島根県一般会計補正予算 （第３号）【関係分】

第１０８号議案　令和７年度島根県中小企業近代化資金特別会計補正予算 （第１号）

１  目的別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）

項　目
補正前の額

（A)
補正額

（B)
計

(C)=(A)+(B)
比較

(C)/(A)

 款２.総務費 201,477 ▲ 6,097 195,380 97.0

 款５.労働費 2,322,081 ▲ 2,080 2,320,001 99.9

 款７.商工費 13,584,371 333,423 13,917,794 102.5

部　合　計 16,107,929 325,246 16,433,175 102.0

２  課別歳出予算（一般会計） （単位：千円、％）
　

項　目
補正前の額

（A)
補正額

（B)
計

(C)=(A)+(B)
比較

(C)/(A)

商工政策課 912,830 8,760 921,590 101.0

観光振興課 1,516,166 5,379 1,521,545 100.4

しまねブランド
推進課

727,304 11,119 738,423 101.5

産業振興課 3,954,373 12,453 3,966,826 100.3

企業立地課 2,819,966 ▲ 10,050 2,809,916 99.6

中小企業課 3,855,209 299,665 4,154,874 107.8

雇用政策課 2,322,081 ▲ 2,080 2,320,001 99.9

部　合　計 16,107,929 325,246 16,433,175 102.0

３  特別会計       （単位：千円、％）

項　目
補正前の額

（A)
補正額

（B)
計

(C)=(A)+(B)
比較

(C)/(A)

中小企業近代化資金 840,894 200,318 1,041,212 123.8

中小企業制度融資等 36,338,590 0 36,338,590 100.0

部　合　計 37,179,484 200,318 37,379,802 100.5

商工労働部　 令和７年度９月補正予算（9月10日提案分）の概要
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商工政策課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 8,760

1 一般職給与費 291,101 5,789 296,890

2 産業交流会館管理運営事業費 24,385 2,971 27,356

観光振興課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 5,379

1 一般職給与費 166,533 ▲9,621 156,912

2
テレビ番組を活用した島根の情報
発信・誘客事業費 55,000 15,000 70,000

しまねブランド推進課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 11,119

1 一般職給与費 117,740 11,119 128,859

産業振興課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 12,453

1 一般職給与費 610,546 12,453 622,999

企業立地課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 ▲ 10,050

1 一般職給与費 111,995 ▲10,050 101,945

総　　　計 2,819,966 ▲ 10,050 2,809,916

一般職員12名

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

総　　　計 3,954,373 12,453 3,966,826

一般職員81名

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

総　　　計 727,304 11,119 738,423

一般職員16名

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

⇒　別紙 P23（テレビ番組を活用した島根の情報発
信・誘客事業）

（単位：千円）

総　　　計 1,516,166 5,379 1,521,545

一般職員22名

指定管理施設における労務単価上昇などへの対応

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

総　　　計 912,830 8,760 921,590

一般職員33名

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

21



 

中小企業課

【財源】　国 0 使・手 0
その他 0 県 299,665

1 一般職給与費 100,674 ▲755 99,919

2
中小企業近代化資金特別会計繰
出金 27,641 420 28,061

3 省力化投資等支援事業費 231,000 300,000 531,000

【特別会計】

【財源】 諸収入 0

繰越金 199,898 繰入金 420

1 一般職給与費 14,972 420 15,392

2 貸付総務費 926 ▲ 50 876

3 一般会計繰出金 85,962 472,318 558,280

4 予備費 677,625 ▲272,370 405,255

雇用政策課

【財源】　国 0 使・手 0

その他 0 県 ▲ 2,080

1 一般職給与費 326,211 ▲2,080 324,131

総　　　計 2,322,081 ▲ 2,080 2,320,001

一般職員41名

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

国庫支出金返還金

中小企業近代化資金特別会計 840,894 200,318 1,041,212

一般職員2名

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考

⇒　別紙 P24（省力化投資等支援事業）

総　　　計 3,855,209 299,665 4,154,874

一般職員14名

（単位：千円）

事　　業　　名 補正前の額 補正額 計 備　　考
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令和７年度９月補正予算【観光振興課】  

 

 

 

テレビ番組を活用した島根の情報発信・誘客事業 

 予算額：15,000 千円  
（当初予算額：55,000 千円） 

 

 

１．目 的  

島根が舞台の一つとなったテレビドラマの続編の放送が発表

されたことに伴い、ロケ地誘致及びロケ支援を行い、島根県の

認知度向上及び県全体への誘客を促進 

 

２．事業の概要  

・ロケ地誘致及びロケ支援 

・前作ロケ地を活用したプロモーション 

・その他テレビ番組を活用した情報発信 等 

 

３．予算額 15,000 千円 
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令和７年度９月補正予算【中小企業課】 

 

省力化投資等支援事業 

予算額：300,000 千円   

（当初予算額：231,000 千円） 

 

１．趣旨 

・深刻な人手不足の中で従業員が減少し、事業継続が困難となっている県内事業者に対

し、省力化を図る設備投資等の取組を支援する。 

・物価高騰の中、増収（減益・増益）の事業者も補助対象とする拡充を行い、それに伴う

対象者の増加に対応するため、予算を増額する。 

 

２．事業内容 

⑴ 補助要件 

 下表の要件をすべて満たすこと 

改正予定 現行 

〔削除〕 

 

① 前期の売上高等が、対前々年同期比又

は対前年同期比で減少していること 

① 売上高等を比較した期間における従

業員数が、対前々年同期比又は前年同期

比で 5％以上減少していること（整理解

雇等による離職を除く） 

② 売上高等を比較した期間における従

業員数が、対前々年同期比又は前年同期

比で 5％以上減少していること（整理解

雇等による離職を除く） 

② 求人活動を実施したが、充足に至って

いないこと 

③ 求人活動を実施したが、充足に至って

いないこと 

 

⑵ 補助内容 

①補助率   補助対象経費の 1/3 以内 

②補助限度額 設備導入  上限 1,500 千円 下限 200 千円 

                専門家助言 上限 200 千円 

 

３．予算額 

 300,000 千円 

 （当初予算額 231,000 千円→補正後予算額 531,000 千円） 
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2025 大阪・関西万博 島根県催事の出展結果について 

 

 １．出展概要 

(1) 期間 令和７年８月 27 日(水) ～ ８月 31 日(日) ５日間 

(2) 場所 ギャラリーＥＡＳＴ 

(3) 内容  『ご縁も、美肌も、しまねから。』をテーマに、島根の魅力を発信 

 パネル展示や動画放映による隠岐、出雲、石見エリアの紹介 

「北斎コレクション」の紹介とペーパーバッグ作り体験（8/28～8/31） 

ミュージカル「あいと地球と競売人」の紹介展示 

松江城御城印書き下ろし・配布（8/27） 

安来節の披露（8/29 計 2 回） 

しまねっこパフォーマンス（8/27～8/31 計 20 回） 

石見神楽公演（8/30、8/31 計 5 回）  

知事としまねっこによる歓迎対応（8/30）  など 

２．結果 

○来場者総数 ３１，７２６人（平均 ６，３４５人／日） 

 

○期間中は、万博会場への来場者数が多く、石見神楽やしまねっこ、各種体験の 

人気もあり、多くの来場に繋がった。 

   ○会場内に設置した観光案内コーナーへの立ち寄りも多く、来場者の島根県への 

関心の高さが感じられた（パンフレット約 7,000 枚配布）。 

○来場者のＳＮＳ発信も多く見受けられ、今回の出展により、多くの方に島根県の 

魅力を知っていただくことができた。 

○来場者からは、島根県に行ってみたいとの声が多く聞かれた。 

日 程 来場者数 

体験人数（来場者 内数） 

絵馬掛け 

体験 

石見神楽 

衣裳体験 

ＶＲ体験 

･石見銀山 

･隠岐 

松江城 

御城印 

書き下ろし 

葛飾北斎 

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾊﾞｯｸﾞ 

作り 

8 月 27 日(水) 5,890 人 1,430 人 544 人 240 人 160 人 - 

8 月 28 日(木) 7,237 人 1,100 人 675 人 265 人 - 132 人 

8 月 29 日(金) 7,323 人 1,000 人 465 人 340 人 - 142 人 

8 月 30 日(土) 5,374 人 740 人 408 人 317 人 - 127 人 

8 月 31 日(日) 5,902 人 740 人 383 人 358 人 - 132 人 

合 計 31,726 人 5,010 人 2,475 人 1,520 人 160 人 533 人 

令和７年１０月１日・２日 
農 林 水 産 商 工 委 員 会 
商 工 労 働 部 観 光 振 興 課 
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３．催事の様子（写真） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（場内展示①） （場内展示②） 

（場外入場列） 

（ＶＲ体験コーナー） （「北斎ｺﾚｸｼｮﾝ」の紹介とﾍﾟｰﾊﾟｰﾊﾞｯｸﾞ作り体験） 

（石見神楽公演） （安来節公演） 

（来場者歓迎対応） 
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企業立地計画の認定について 

株式会社コムニックの立地計画の概要（新設） 
 

株式会社コムニックは、システム開発などの受注拡大に対応するため、松江市内

で事業所の新設を決定した。 

 県は、同社から申請のあった立地計画を「島根県企業立地促進条例」の目的達成

に資するものとして認定し、令和７年７月２日に、株式会社コムニック、松江市の

間で立地に関する覚書を締結した。  
 

１ 会社概要 

（１）会 社 名 株式会社コムニック 

（２）所 在 地 東京都中央区日本橋大伝馬町６－９ 

（３）代 表 者 名 代表取締役社長 大松 聖嗣（おおまつ さとし） 

（４）設 立 年 月 平成６年３月 

（５）資 本 金 １００，０００千円 

（６）従 業 員 数 ２９２名 

（７）事 業 内 容 通信分野をメインとしたシステム開発、IT 基盤設計・構築 

など 
 

２ 計画の概要（県外企業の新規立地） 

（１）立 地 場 所 松江市西茶町 40-1  ｅｎｕｎ（縁雲）スモールオフィスＦ 

（２）建 物 面 積 ８．３６㎡（賃貸借） 

（３）投下資本 額 なし 
（４）操 業 開 始 令和７年７月  

（５）常用従業員数 申 請 時 ０名    

 操 業 時 １名 ( １名増)   

 操業後１年 ３名 ( ２名増)   

 操業後２年 ６名 ( ３名増)   

 操業後３年 ８名 ( ２名増)   

   計 ( ８名増)  

（６）事 業 内 容 言語変換ツールを活用した、基幹業務システムの 

マイグレーション開発（COBOL から Java への変換等）ほか 
 
 
 
 
 

【企業立地促進助成金の見込額】 

 ・雇用助成       １,０００千円 × ８名 ＝   ８，０００千円 ※ 

※すべて新卒・ＵＩターン就職者の場合 

 

 

 

令 和 ７ 年 １ ０ 月 １ 日 ・ ２ 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 
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企業立地計画の認定について 

株式会社産機の立地計画の概要（増設） 
 

株式会社産機は、産業用クレーンの受注拡大に対応するため、松江市内で工場の

増設を決定した。 

 県は、同社から申請のあった立地計画を「島根県企業立地促進条例」の目的達成

に資するものとして認定し、令和７年９月８日に、株式会社産機、松江市の間で立

地に関する覚書を締結した。 
 

１ 会社概要 

（１）会 社 名 株式会社産機 

（２）所 在 地 松江市矢田町 250-33 

（３）代 表 者 名 代表取締役 野元 利幸（のもと としゆき） 

（４）設 立 年 月 昭和４２年１１月 

（５）資 本 金 ３０，０００千円 

（６）従 業 員 数 ６０名（うち、県内常用従業員数３２名） 

（７）事 業 内 容 産業用機械器具（天井クレーン、橋形クレーン、特殊クレーン 

の製造、販売、据付加工 
 

２ 計画の概要（工場の増設） 

（１）立 地 場 所 松江市矢田町 250-220、250-224 

（２）敷 地 面 積 １０,４２６㎡（うち今回増設分 ４,７９３㎡） 

（３）建 物 面 積 ４,８５１㎡（うち今回増設分 １,８３０㎡  鉄骨造平屋建） 

（４）投下資本額 ７０３,０００千円 

（５）操 業 開 始 令和８年４月  

（６）常用従業員数 申 請 時 ３２名    

 操 業 時 ３２名 ( ０名増)   

 操業後１年 ３２名 ( ０名増)   

 操業後２年 ３６名 ( ４名増)   

 操業後３年 ３８名 ( ２名増)   

   計 ( ６名増)  

（７）事 業 内 容 産業用機械器具（天井クレーン、橋形クレーン、特殊クレー

ン）の製造 
 

【企業立地促進助成金の見込額】 

 ・投資助成    ７０３,０００千円 × ５％ ＝ ３５,１５０千円  

・雇用助成      １,０００千円  × ６名  ＝   ６,０００千円  ※ 

                                 

                   合計    ４１,１５０千円  

※ すべて新卒・ＵＩターン就職者の場合 

 

 

令 和 ７ 年 １ ０ 月 １ 日 ・ ２ 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 
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企業立地計画の認定について 

有限会社ディブロの立地計画の概要（増設） 
 

有限会社ディブロは、県産豚肉（石見ポーク）の受注拡大に対応するため、邑南

町内で工場の増設を決定した。 

 県は、同社から申請のあった立地計画を「島根県企業立地促進条例」の目的達成

に資するものとして認定し、令和７年９月１６日に、有限会社ディブロ、邑南町の

間で立地に関する覚書を締結した。 
 

１ 会社概要 

（１）会 社 名 有限会社ディブロ 

（２）所 在 地 邑智郡邑南町矢上 4605 

（３）代 表 者 名 代表取締役 服部 功（はっとり いさお） 

（４）設 立 年 月 平成１６年８月 

（５）資 本 金 １０,０００千円 

（６）従 業 員 数 ８名（うち、県内常用従業員数８名） 

（７）事 業 内 容 豚肉（石見ポーク）加工、卸、小売業 
 

２ 計画の概要（工場の増設） 

（１）立 地 場 所 邑智郡邑南町矢上 4607-4、4602-7 

（２）敷 地 面 積 １,９６４.５３㎡（うち今回増設分 １,２１６.０８㎡） 

（３）建 物 面 積 ７３４.３５㎡（うち今回増設分 ４４１.４０㎡） 

（４）投下資本額 ２０４,７２６千円 

（５）操 業 開 始 令和８年１０月  

（６）常用従業員数 申 請 時 ８名    

 操 業 時 ９名 ( １名増)   

 操業後１年 ９名 ( ０名増)   

 操業後２年 １０名 ( １名増)   

 操業後３年 １１名 ( １名増)   

   計 ( ３名増)  

（７）事 業 内 容 豚肉（石見ポーク）加工 

 

 
 

【企業立地促進助成金の見込額】 

 ・投資助成    ２０１,２２６千円(※１) × １０％ ＝ ２０,１２２千円 (※２) 

・雇用助成       １,３００千円    ×  ３名   ＝    ３,９００千円 (※３) 

                                       

                      合計     ２４,０２２千円  

(※１)投下資本額のうちの一部は、投資助成の対象外 

(※２)基本助成割合５％＋加算割合５％（中山間地域等立地） 

(※３)すべて新卒・UI ターンの場合 

 

 

令 和 ７ 年 １ ０ 月 １ 日 ・ ２ 日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 
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ＩＴ産業・デジタル人材育成について 

１．経緯 
 

  ＩＴ産業の振興については、島根創生計画に掲げ、人材の育成やソフト系Ｉ

Ｔ産業の誘致などに取り組んできたところ 

  しかし、ＩＴ技術者の不足に加え、人手不足が厳しさを増す中、県内企業が

デジタル技術を活用した設備投資によって、省力化や生産性向上に取り組むた

めのデジタル利活用人材の育成・確保が課題 

２．益田圏域の３市町と４商工団体からの要望（５月20日） 

・益田圏域でのＩＴ企業の誘致を通じた産業の集積 

・県立西部高等技術校を活用したＩＴ人材の育成 

【知事回答要旨】 

・石見地域の高校生の進路状況やニーズなどを確認し、具体的な検討に入る 

３．検討状況 

 ・ＩＴ系分野への進学者は増加傾向にあり、このうち県西部で約８割（70 名）

が県外に進学 

 ・県情報産業協会からは県内ソフト系ＩＴ企業で260名の技術者が不足と回答 

 ・離転職者向けの高等技術校が現状のまま進学先となるのは厳しいが、高度な

ＩＴ人材の育成機関のニーズはあると高校関係者が回答 

４．取組の方向性 

  県内全域で不足している産業を支えるデジタル人材や技術力のあるＩＴ人材

を県内で育成するため、高度なＩＴ分野を学べる教育環境を整備 

 ① 県内の既存ＩＴ系専門学校３校に向けて、ネットワーク環境の高度化など

学習環境の向上に資する取組の支援を検討 

 ② 県西部には同様の学校がないため、西部高等技術校の施設と機能の有効活

用を図って、現敷地内に２年間の専門課程「情報技術科」を有する職業能力

開発短期大学校の新設を検討 

令和７年１０月１日・２日 

農 林 水 産 商 工 委 員 会 

商工労働部産業振興課 

商工労働部雇用政策課 
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